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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】
 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 連結「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益」は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３ 提出会社の１株当たり情報については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

４ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

  

回次 第83期中 第84期中 第85期中 第83期 第84期 

会計期間 
自平成15年4月 1日 
至平成15年9月30日 

自平成16年4月 1日

至平成16年9月30日

自平成17年4月 1日

至平成17年9月30日

自平成15年4月 1日 
至平成16年3月31日 

自平成16年4月 1日

至平成17年3月31日

(1) 連結経営指標等       

売上高 (百万円) 22,001 24,783 25,902 41,820 47,675

経常利益 (百万円) 601 1,251 1,486 373 1,623

中間(当期)純利益 (百万円) 345 739 835 229 787

純資産額 (百万円) 12,745 13,235 12,223 12,757 11,241

総資産額 (百万円) 37,299 35,872 36,174 35,106 35,708

１株当たり純資産額 (円) 398.79 414.13 496.73 399.18 455.93

１株当たり中間(当期)純
利益 

(円) 10.82 23.13 33.96 7.19 25.83

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 34.2 36.9 33.8 36.3 31.5

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 1,163 △859 377 2,400 2,360

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △509 △655 △745 △572 △1,103

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △531 986 △607 △2,935 △1,128

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 3,695 1,936 1,617 2,464 2,592

従業員数 
(外、平均臨時従業員数) 

(名) 
  
435 
(53)

432 
(45)

415 
(41)

  
431 
(46)

415 
(51)

(2) 提出会社の経営指標等     

売上高 (百万円) 21,904 24,686 25,827 41,634 47,482

経常利益 (百万円) 542 1,181 1,448 292 1,514

中間(当期)純利益 (百万円) 299 684 806 169 701

資本金 (百万円) 1,600 1,600 1,600 1,600 1,600

発行済株式総数 (千株) 32,000 32,000 32,000 32,000 32,000

純資産額 (百万円) 11,377 11,844 10,762 11,407 9,813

総資産額 (百万円) 35,680 34,208 34,456 33,498 34,041

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) ― ― ― 5.00 5.00

自己資本比率 (％) 31.9 34.6 31.2 34.1 28.8

従業員数 (名) 414 413 397 412 399



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要な変更はあ

りません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

事業の種類別セグメントを記載していないため、事業部門別の従業員を示すと次のとおりであります。 

平成17年9月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員数（当社グループ（当社及び連結子会社）からグループ外への出向者を除き、グループ外から当社

グループへの出向者を含む。）であります。また、臨時従業員数は( )内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載

しております。 

    ２ 臨時従業員数にはパートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年9月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員（当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む。）であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当中間連結会計期間において、労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

事業部門の名称 従業員数(名)

澱粉部門 
126  
(20) 

糖化品部門 142  

ファインケミカル部門 46  

副産物部門 
37  
(3) 

管理部門 
64  
(18) 

合計 
415  
(41) 

従業員数(名) 397 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、企業収益の改善を背景に、設備投資が堅調に推移し、雇用の改善

も見られたことから、景気は緩やかな回復基調で推移し、政府、日銀も景気の踊り場状態を脱したとの宣言をする

にいたりました。一方、原油価格の高騰にともなう原材料価格の上昇により、個人消費や企業業績に与える影響が

懸念され、景気全般に対する不透明感は払拭しきれない状況にあります。 

当業界を取り巻く環境につきましては、原料とうもろこしのシカゴ相場は、期初210セント／ブッシェル台からス

タートし、豊富な米国内在庫や順調な作付けから5月中旬には190セント／ブッシェル台まで値を下げました。しか

し、作付け後の生育が遅れ気味になったことや受粉期である7月上旬の天候が作柄に悪影響を与える高温乾燥になっ

たことから、一時260セント／ブッシェル台にまで大きく値を上げました。その後、生育が進むにつれ高温乾燥の影

響が限定的で豊作が期待されると、再び相場は下落し、中間期末時点では200セント／ブッシェル台となりました。

一方、為替相場は期初108円／ドル台からスタートし、中国人民元切り上げにともなうドル売りから、5月上旬に

は105円／ドル台まで円高が進みましたが、その後は日米金利差を背景としたドル買いの流れから中間期末時点では

114円／ドル台となりました。 

こうした状況のもと、当社グループは昨年度より開始した3年間の中期経営計画のテーマとして、製品在庫水準の

適正化、ならびにそれにともなう物流費の削減を掲げておりますが、これへの取り組みも順調に成果をあげ、収益

の向上につなげることができました。 

販売面につきましては、工業用澱粉をはじめ澱粉製品の販売は減少した一方で、糖化品の状況は、昨年の夏ほど

の猛暑とはなりませんでしたが、まずまずの天候に恵まれたことと、新ジャンルのアルコール飲料向け製品も新規

に出荷されたこと等から販売は順調に推移いたしました。 

この結果、当中間連結会計期間における当社グループの売上高は、販売数量の上昇により259億円となり前年同期

比11億1千万円(4.5％)の増収となりました。損益面では、不採算製品の販売縮小、販売量増加が操業稼動率の上昇

に寄与したこと等により、営業利益は14億6千万円と前年同期比2億5千万円(21.0％)の増益、経常利益は14億8千万

円と前年同期比2億3千万円(18.7％)の増益、中間純利益は8億3千万円と前年同期比9千万円(13.1％)の増益となりま

した。 

各事業部門別の状況は次のとおりであります。 

①澱粉部門 

澱粉部門は、工業用途の製紙向けや、食品用途全般の販売が低調であったため、売上高は67億6千万円と前年同

期比2億9千万円（4.1％）の減収となりました。 

②糖化品部門 

糖化品部門は、まずまずの天候に恵まれたこと、および新ジャンルのアルコール飲料向けの需要が新規に発生

したこと等から、売上高は154億4千万円と前年同期比15億8千万円（11.4％）の増収となりました。 

③ファインケミカル部門 

ファインケミカル部門は、シクロデキストリン、診断薬の販売減により、売上高は11億円と前年同期比1億7千

万円（13.9％）の減収となりました。 

④副産物部門 

副産物部門は、主製品の販売量増加にともない原料処理が増えたことにより、前年同期と比べ販売数量は増加

しましたが、販売単価が下落したため、売上高は25億8千万円と前年同期比8百万円（0.3％）の増収にとどまりま

した。 



  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における連結ベースの現金および現金同等物（以下資金という）は、前連結会計年度末より9

億7千万円（37.6％）減少し、16億1千万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果、得られた資金は3億7千万円（前年同期は8億5千万円の資金使用）となりました。これは主とし

て、税金等調整前中間純利益14億7千万円に減価償却費7億9千万円を加算した額から、売上債権の増加額5億3千万円

とたな卸資産の増加額6億9千万円および法人税等の支払6億3千万円を控除した額等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果、使用した資金は7億4千万円（前年同期比13.8％増）となりました。これは主として、当社工場

設備の更新投資などの有形固定資産の取得による支出7億1千万円等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果、使用した資金は6億円（前年同期は9億8千万円の資金獲得）となりました。これは主として、借

入金の返済（純額）4億8千万円と配当金の支払い1億2千万円等によるものであります。 

  

  

  

  

  

  

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当社グループは受注生産を行っておりません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 
  

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業部門の名称 生産高(百万円) 前年同期比(％) 

澱粉部門 5,683 100.8 

糖化品部門 14,691 112.7 

ファインケミカル部門 1,053 96.0 

副産物部門 2,546 98.9 

合計 23,975 107.3 

事業部門の名称 販売高(百万円) 前年同期比(％) 

澱粉部門 6,763 95.9 

糖化品部門 15,447 111.4 

ファインケミカル部門 1,106 86.1 

副産物部門 2,585 100.3 

合計 25,902 104.5 

相手先 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％) 

三菱商事株式会社 23,967 96.7 25,275 97.6



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の異動はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当中間連結会計期間における研究開発活動の主な目的は、市場ニーズにタイムリーに応え、かつお客様に喜ばれる

製品を迅速に開発することであります。そのため、人々の健康と環境に配慮した製品の開発と、その高機能化・高付

加価値化を推進するとともに、利用・用途開発研究による新しい市場の開拓およびユーザーへの技術サービスを進め

ております。また、品質向上や生産の効率化を図るために、次世代バイオテクノロジーを適用した新製品・新技術の

開発にも積極的に取り組んでおります。 

当中間連結会計期間の研究開発費の金額は、7千万円であります。 

部門別の研究開発活動を次に示します。 

①澱粉部門 

工業用加工澱粉分野においては、製紙、段ボール関係を中心に加工澱粉の品質改善、利用技術の向上および技

術サービスを実施し、販売に寄与しました。さらに、製紙用加工澱粉について市場開拓を推進し、市場拡大を図

りました。  

食品用加工澱粉分野においては、利用研究のほか、タピオカ澱粉を原料とした新規加工澱粉の開発に注力しま

した。厚生労働省より「特定保健用食品」として認可された「ファイバー入り食パン」に利用された難消化性澱

粉をはじめ、第二世代食物繊維としての市場開拓を進めました。さらに新しい食品用加工素材である「モアフレ

ッシュ２１」の市場開拓に関し、東京アプリケーションルームを活用した提案型の営業活動を通してパン類、パ

イ、焼菓子・ケーキ等で用途開発を進めました。また、新分野にも開発を展開しました。 

当部門における研究開発費は、5千万円であります。 

②糖化品部門 

高純度機能性オリゴ糖の製造に関し検討を進めたほか、種々のオリゴ糖の用途開発研究を実施しました。さら

に、食品への新しい機能特性の付与においては「健康」をベースのキーワードとし、特に飲料分野においては

「味の改善・改良」もキーワードに加えて営業部門とともに提案型の営業を進め、市場の創造に寄与しました。 

当部門における研究開発費は、1千万円であります。 

③ファインケミカル部門 

シクロデキストリンおよびその誘導体、さらに高度分岐環状デキストリンの利用・用途開発を実施した結果、

飲料分野を中心に新規用途を開拓し、用途拡大に寄与しました。 

当部門における研究開発費は、1千万円であります。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、該当する事項はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 128,000,000 

計 128,000,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年9月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月16日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 32,000,000 32,000,000
東京証券取引所
市場第二部 

― 

計 32,000,000 32,000,000 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成17年4月1日～ 
平成17年9月30日 

― 32,000,000 ― 1,600 ― 327



(4) 【大株主の状況】 

平成17年9月30日現在 

(注) 当社は自己株式7,385千株（発行済株式総数に対する所有株式総数の割合23.08％）を保有しておりますが、上記大株主の状況

から除外しております。 

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年9月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1千株(議決権1個)含まれております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式574株が含まれております。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内2－6－3 9,800 30.63

三和澱粉工業株式会社 奈良県橿原市雲梯町594 1,312 4.10

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内1－2－1 892 2.79

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内1－6－6 814 2.54

堀内運輸株式会社 静岡県富士市鈴川中町4－23 510 1.59

堀内 篤 静岡県富士市鈴川中町4－23 421 1.32

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町1－2－10 374 1.17

株式会社東京三菱銀行 東京都千代田区丸の内2－7－1 320 1.00

農林中央金庫 東京都千代田区有楽町1－13－2 320 1.00

シービーエヌワイ デイエフエ
イインターナショナル キャッ
プバリューポートフォリオ（常
任代理人 シティバンク、エ
ヌ・エイ東京支店） 

 
1299 OCEAN AVENUE,11F,SANTA MONICA, 
CA 90401 USA 
（東京都品川区東品川2－3－14） 

280 0.88

計 ― 15,043 47.01

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
（自己保有株式）
普通株式  7,385,000 

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 24,558,000 24,558 ― 

単元未満株式 普通株式   57,000 ― ― 

発行済株式総数 32,000,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 24,558 ― 



② 【自己株式等】 

平成17年9月30日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
日本食品化工株式会社 

東京都渋谷区千駄ヶ谷5－
33－8 

7,385,000 ― 7,385,000 23.08 

計 ― 7,385,000 ― 7,385,000 23.08 

月別 平成17年4月 5月 6月 7月 8月 9月 

最高(円) 398 410 380 380 418 409

最低(円) 342 352 352 353 367 379



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1)   当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間連結会計期間（平成16年4月1日から平成16年9月30日まで）については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日内閣府令第5号）附則第3項のた

だし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2)   当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年4月1日から平成16年9月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日内閣府令第5号）附則第3項のただし

書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で)及び当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間

(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の

中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

 現金及び預金     1,936 1,617   2,592 

 受取手形及び 
 売掛金 

    10,214 10,485   9,951 

 たな卸資産     6,222 5,946   5,250 

 繰延税金資産     256 595   584 

 その他     281 379   227 

 貸倒引当金     △3 △3   △2 

 流動資産合計     18,908 52.7 19,020 52.6   18,603 52.1

Ⅱ 固定資産           

有形固定資産 ※1,2         

 建物及び 
 構築物 

  4,054   3,867 3,938   

 機械装置 
 及び運搬具 

  6,087   5,828 5,954   

 工具器具 
 及び備品 

  223   233 219   

 土地   1,864   1,864 1,864   

 その他   131 12,360 34.5 202 11,995 33.2 330 12,306 34.5

無形固定資産     109 0.3 126 0.3   118 0.3

投資その他の 
資産 

          

 投資有価証券   3,533   4,213 3,707   

 長期貸付金   19   19 18   

 繰延税金資産   733   591 749   

 その他   207   208 205   

 貸倒引当金   △0 4,493 12.5 △0 5,031 13.9 △0 4,679 13.1

 固定資産合計     16,963 47.3 17,154 47.4   17,105 47.9

資産合計     35,872 100.0 36,174 100.0   35,708 100.0

              



  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

 支払手形及び 
 買掛金 

    2,256 2,592   2,353 

 短期借入金 ※2   5,017 4,967   5,202 

 未払金     1,967 2,768   2,559 

 未払法人税等     413 697   663 

 賞与引当金     310 499   1,008 

 その他     151 182   214 

流動負債合計     10,116 28.2 11,708 32.4   12,001 33.6

Ⅱ 固定負債           

 長期借入金 ※2   8,748 8,330   8,578 

 退職給付引当金     3,692 3,787   3,785 

 役員退職慰労 
 引当金 

    79 125   101 

固定負債合計     12,520 34.9 12,242 33.8   12,465 34.9

負債合計     22,636 63.1 23,950 66.2   24,467 68.5

(資本の部)           

Ⅰ 資本金     1,600 4.5 1,600 4.4   1,600 4.5

Ⅱ 資本剰余金     327 0.9 327 0.9   327 0.9

Ⅲ 利益剰余金     10,951 30.5 11,692 32.3   10,999 30.8

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

    473 1.3 848 2.4   557 1.6

Ⅴ 為替換算調整勘定     △108 △0.3 △103 △0.3   △103 △0.3

Ⅵ 自己株式     △9 △0.0 △2,141 △5.9   △2,140 △6.0

資本合計     13,235 36.9 12,223 33.8   11,241 31.5

負債資本合計     35,872 100.0 36,174 100.0   35,708 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高     24,783 100.0 25,902 100.0   47,675 100.0

Ⅱ 売上原価     19,174 77.4 19,449 75.1   36,965 77.5

売上総利益     5,609 22.6 6,453 24.9   10,710 22.5

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費 

※1   4,398 17.7 4,988 19.2   9,167 19.3

営業利益     1,210 4.9 1,464 5.7   1,542 3.2

Ⅳ 営業外収益           

 受取利息   1   1 2   

 受取配当金   35   28 41   

 試作品売却益   15   32 48   

 受取 
 ロイヤリティー 

  17   25 40   

 持分法による 
 投資利益 

  48   30 81   

 その他   36 153 0.6 21 139 0.5 93 306 0.7

Ⅴ 営業外費用           

 支払利息   102   110 207   

 その他   10 112 0.4 8 118 0.5 18 226 0.5

経常利益     1,251 5.1 1,486 5.7   1,623 3.4

Ⅵ 特別利益           

 固定資産売却益 ※2 0   1 1   

投資有価証券 
売却益 

  ― 0 0.0 0 1 0.0 ― 1 0.0

Ⅶ 特別損失           

 固定資産除却損 ※3 18   13 44   

 厚生年金基金 
解散損 

  ―   ― 234   

 その他   0 18 0.1 ― 13 0.0 3 283 0.6

税金等調整前 
中間(当期) 
純利益 

    1,233 5.0 1,474 5.7   1,341 2.8

法人税、住民税 
及び事業税 

  405   687 866   

法人税等調整額   88 494 2.0 △48 638 2.5 △312 553 1.1

中間(当期) 
純利益 

    739 3.0 835 3.2   787 1.7

              



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   327 327   327

Ⅱ 資本剰余金中間期末 
  (期末)残高 

  327 327   327

(利益剰余金の部)     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   10,372 10,999   10,372

Ⅱ 利益剰余金増加高     

 中間(当期)純利益 739 739 835 835 787 787

Ⅲ 利益剰余金減少高     

 配当金 159 123 159 

   役員賞与 ― 159 20 143 ― 159

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
  (期末)残高 

  10,951 11,692   10,999

      



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

税金等調整前中間(当期)純利益  1,233 1,474 1,341

 減価償却費  781 790 1,634

 退職給付引当金の 
増・減(△)額 

 △285 2 △192

 役員退職慰労引当金の 
増・減（△）額 

 △17 23 4

 受取利息及び受取配当金  △36 △30 △44

 支払利息  102 110 207

 持分法による投資利益  △48 △30 △81

 固定資産除却損  18 13 44

 売上債権の増加額  △1,560 △534 △1,297

 たな卸資産の増(△)・減額  △60 △695 912

 仕入債務の増・減(△)額  △617 238 △519

 その他  △10 △277 1,028

小計  △499 1,085 3,038

 利息及び配当金の受取額  49 41 64

 利息の支払額  △101 △110 △206

法人税等の支払額  △307 △638 △535

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 △859 377 2,360

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

 有形固定資産 
の取得による支出 

 △651 △711 △1,062

 無形固定資産 
 の取得による支出 

 △1 △27 △27

 投資有価証券 
の取得による支出 

 △2 △2 △3

 貸付けによる支出  ― △2 ―

 貸付金の回収による収入  1 0 2

 その他  △1 △3 △11

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △655 △745 △1,103



  

  
  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

 短期借入れによる収入  6,050 3,350 9,600

 短期借入金の返済による支出  △6,050 △3,350 △9,100

長期借入れによる収入  1,650 100 3,050

長期借入金の返済による支出  △503 △583 △2,387

 自己株式の取得による支出  ― △0 △2,131

 配当金の支払額  △159 △123 △159

  その他  △0 ― ―

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 986 △607 △1,128

Ⅳ 現金及び現金同等物 
の増・減(△)額 

 △528 △975 128

Ⅴ 現金及び現金同等物 
の期首残高 

 2,464 2,592 2,464

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 1,936 1,617 2,592

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事

項 
(1) 連結子会社の数及び名称 

この内、エフ・エス・ピー㈱

は当中間連結会計期間に設立

したことにより連結の範囲に

含めております。 

３社 (共同商事㈱、日食物
流㈱、エフ・エス・

ピー㈱) 

(1) 連結子会社の数及び名称

  

３社 (共同商事㈱、日食物

流㈱、エフ・エス・

ピー㈱) 

(1) 連結子会社の数及び名称 

この内、エフ・エス・ピー㈱

は当連結会計年度（平成16年

４月）に設立したことにより

連結の範囲に含めておりま

す。 

３社 (共同商事㈱、日食物

流㈱、エフ・エス・

ピー㈱) 

  (2) 非連結子会社の数及び名称 
該当事項はありません。 

(2) 非連結子会社の数及び名称

同  左 
(2) 非連結子会社の数及び名称 

同  左 
２ 持分法の適用に関する

事項 
(1) 持分法を適用した関連会社の

数及び名称 
４社 (Asia Modified 

Starch Co.,Ltd.、 
㈱サニーメイズ、中

部紙工㈱、ミナト流

通サービス㈱) 

(1) 持分法を適用した関連会社の

数及び名称 
同  左 

(1) 持分法を適用した関連会社の

数及び名称 
同  左 

  (2) 持分法を適用しない非連結子

会社又は関連会社の数及び名

称 
該当事項はありません。 

(2) 持分法を適用しない非連結子

会社又は関連会社の数及び名

称 
同  左 

(2) 持分法を適用しない非連結子

会社又は関連会社の数及び名

称 
同  左 

  (3) 持分法適用会社の中間決算日

に関する事項 
持分法適用会社のうち、中間

決算日が中間連結決算日と異

なる会社については、各社の

中間会計期間に係る中間財務

諸表を使用しております。 

(3) 持分法適用会社の中間決算日

に関する事項 
同  左 

(3) 持分法適用会社の事業年度に

関する事項 
持分法適用会社のうち、決算

日が連結決算日と異なる会社

については、各社の事業年度

にかかる財務諸表を使用して

おります。 
３ 連結子会社の(中間)決

算日等に関する事項 
すべての連結子会社の中間期の末

日は、中間連結決算日と一致して

おります。 

同  左 すべての連結子会社の事業年度の

末日は、連結決算日と一致してお

ります。 
４ 会計処理基準に関する

事項 
    

(1) 重要な資産の評価基

準及び評価方法 
(イ)たな卸資産 

主として移動平均法による

原価法によっております。 

(イ)たな卸資産

同  左 
(イ)たな卸資産 

同  左 

  (ロ)有価証券

その他有価証券 
時価のあるもの 
中間決算日の市場価格

等に基づく時価法によ

っております。 
(評価差額は全部資本直

入法により処理し、売

却原価は移動平均法に

より算定) 
時価のないもの 
移動平均法による原価

法によっております。 

(ロ)有価証券

その他有価証券 
時価のあるもの 

同  左 
  
  
  
  
  
  

時価のないもの 
同  左 

(ロ)有価証券 
その他有価証券 
時価のあるもの 
決算日の市場価格等に

基づく時価法によって

おります。 
(評価差額は全部資本直

入法により処理し、売

却原価は移動平均法に

より算定)  
時価のないもの 

同  左 

  (ハ)デリバティブ 
原則として時価法によって

おります。 

(ハ)デリバティブ

同  左 
(ハ)デリバティブ 

同  左 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(2) 重要な減価償却資産

の減価償却の方法 
(イ)有形固定資産 

当社は定率法によってお

ります。 
連結子会社については、

主として定額法によってお

ります。 
ただし、平成10年４月１

日以降取得した建物(建物附

属設備を除く)については定

額法を採用しております。 
なお主な耐用年数は次の

とおりであります。 
  
建物及び 
構築物 

７～50年

機械装置及び 
運搬具 

４～10年

工具器具及び 
備品 

５～10年

(イ)有形固定資産

同  左 
(イ)有形固定資産 

同  左 

  (ロ)無形固定資産 
定額法によっておりま

す。 
ただし、ソフトウェア(自

社利用分)については、社内

における利用可能期間(５

年)に基づく定額法によって

おります。 

(ロ)無形固定資産

同  左 
(ロ)無形固定資産 

同  左 

(3) 重要な引当金の計上

基準 
(イ)貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率法等により計

上しております。 

(イ)貸倒引当金

同  左 
  

(イ)貸倒引当金 
同  左 
  

  (ロ)賞与引当金 
従業員の賞与支給に備え

るため、支給見込額に基づ

き計上しております。 

(ロ)賞与引当金

同  左 
(ロ)賞与引当金 

従業員の賞与支給に備え

るため、支給見込額に基づ

き計上しております。 
   (追加情報) 
   当社は、当連結会計年度か

ら賞与の支給対象期間を以

下のとおり変更いたしまし

た。この変更の結果、当連

結会計年度は従来の支給対

象期間によった場合と比較

して経常利益及び税金等調

整前当期純利益が373百万円

減少しております。 
支給対象期間 
変更前 
12月賞与  
４月１日から９月30日まで 
６月賞与  
10月１日から３月31日まで 
変更後 
６月・12月賞与  
４月１日から３月31日まで 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (ハ)退職給付引当金 
   従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務の見込額に

基づき、当中間連結会計期間

末において発生していると認

められる額を計上しておりま

す。 
   数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(５

年)による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理して

おります。 

(ハ)退職給付引当金

同  左 
(ハ)退職給付引当金 
   従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務の見込額に

基づき計上しております。 
   数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(５

年)による定額法によりそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理しております。 
  (追加情報) 
 当社では、確定給付型の

制度として退職一時金制度

と厚生年金基金制度を採用

しておりましたが、平成17

年３月25日に厚生労働大臣

から「ダイヤ連合厚生年金

基金」の解散の認可を受け

たことにより、同日付で解

散し、退職一時金制度へ移

行しました。 
   これに伴い、「退職給付制

度間の移行等に関する会計処

理」（企業会計基準適用指針

第１号）を適用し、特別損失

に厚生年金基金解散損234百

万円を計上しております。 
  (ニ)役員退職慰労引当金 

当社については、役員退

職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく中間連結

会計期間末要支給額を計上

しております。 

(ニ)役員退職慰労引当金

同  左 
(ニ)役員退職慰労引当金 

当社については、役員退

職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支

給額を計上しております。 



  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(4) 重要な外貨建資産負

債の本邦通貨への換

算基準 

 外貨建短期金銭債務(円建表示

の原料仕入債務。但し為替差損益

当社帰属の特約付)については、

中間連結会計期間末の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。

なお、為替予約の振当処理の対象

となっている外貨建金銭債務につ

いては、当該為替予約の円貨額に

換算しております。 

同  左  外貨建短期金銭債務(円建表示

の原料仕入債務。但し為替差損益

当社帰属の特約付)については、

当連結会計年度末の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。な

お、為替予約の振当処理の対象と

なっている外貨建金銭債務につい

ては、当該為替予約の円貨額に換

算しております。 
(5) 重要なリース取引の

処理方法 
 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同  左 同  左 

(6) 重要なヘッジ会計の

方法 
(イ)ヘッジ会計の方法 

   当社については、繰延ヘッ

ジ処理を採用しております。

なお、為替予約については振

当処理の要件を満たしている

場合は振当処理を採用してお

ります。 

(イ)ヘッジ会計の方法 

同  左 

(イ)ヘッジ会計の方法 

同  左 

  (ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段  ヘッジ対象 

為替予約  外貨建買掛金等 

     

(ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象 

同  左 

(ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象 

同  左 

  (ハ)ヘッジ方針 

   当社の内部規定である「市

場リスク管理規定」に基づ

き、為替変動リスクをヘッジ

しております。 

(ハ)ヘッジ方針 

同  左 

(ハ)ヘッジ方針 

同  左 

  (ニ)ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象

の重要な条件が一致してい

るため有効性の評価は省略

しております。 

(ニ)ヘッジ有効性評価の方法 

同  左 

(ニ)ヘッジ有効性評価の方法 

同  左 

(7) 消費税等の会計処理 税抜方式によっております。 同  左 同  左 
(8) 中間決算における税

額計算 
 当連結会計年度の利益処分にお

いて予定している固定資産圧縮積

立金及び特別償却準備金の取崩を

考慮しております。 

同  左 ――――― 

５ 中間連結キャッシュ・

フロー計算書(連結キャ

ッシュ・フロー計算書)

における資金の範囲 

 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及び現金

同等物)は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっており

ます。 

同  左  連結キャッシュ・フロー計算書

における資金(現金及び現金同等

物)は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっておりま

す。 



会計処理方法の変更 

  

  
  

表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――――― 固定資産の減損に係る会計基準 

当中間連結会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年8月9

日））及び「固定資産の減損に係る会計

基準の適用方針」（企業会計基準委員会

平成15年10月31日 企業会計基準適用指

針第6号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありま

せん。 

――――― 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

――――― 中間連結キャッシュ・フロー計算書関係 

 従来、財務活動によるキャッシュ・フローの「その他」に

含めていた「自己株式の取得による支出」は重要性が増した

ため前連結会計年度より区分掲記しております。なお、前中

間連結会計期間における「自己株式の取得による支出」は△

0百万円であります。 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

47,833百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

49,090百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

48,443百万円 

※２ 担保に供している資産 

   対応債務 

  

工場財団(建物、構築物、
機械及び装置、土地) 

（帳簿価額） 2,741百万円

短期借入金 

長期借入金 

700百万円

700百万円

※２ 担保に供している資産 

   対応債務 

  

工場財団(建物、構築物、
機械及び装置、土地) 

（帳簿価額） 2,681百万円

短期借入金 

長期借入金 

600百万円

700百万円

※２ 担保に供している資産 

   対応債務 

  

工場財団(建物、構築物、
機械及び装置、土地) 

（帳簿価額） 2,709百万円

短期借入金 

長期借入金 

700百万円

650百万円

 ３ 保証債務 

  

㈱東京三菱銀行に対する
AMSCO社の借入債務 

(３百万バーツ) 

  10百万円

当社の従業員住宅資金借入
債務 

  0百万円

計 10百万円

 ３ 保証債務 

  

㈱東京三菱銀行に対する
AMSCO社の借入債務 

(89百万バーツ) 

  254百万円

 ３ 保証債務 

  

㈱東京三菱銀行に対する
AMSCO社の借入債務 

(18百万バーツ) 

  51百万円

当社の従業員住宅資金借入
債務 

  0百万円

計 51百万円



(中間連結損益計算書関係) 

  

  

  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりであります。 

  

  

  

※２ 固定資産売却益の内容は、次

のとおりであります。 

  

※３ 固定資産除却損の内容は、次

のとおりであります。 

  

発送・庫移費 2,147百万円

給料賃金手当 512百万円

賞与引当金 
繰入額 

142百万円

退職給付 
引当金繰入額 

  

63百万円

  

機械装置及び 

運搬具 
0百万円

建物及び構築物 1百万円

機械装置及び 

運搬具 
14百万円

工具器具及び 

備品 
2百万円

計 18百万円

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりであります。 

    

※２ 固定資産売却益の内容は、次

のとおりであります。 

  

※３ 固定資産除却損の内容は、次

のとおりであります。 

  

発送・庫移費 

異性化糖調整金

2,152百万円

648百万円

給料賃金手当 504百万円

賞与引当金 
繰入額 

213百万円

退職給付 
引当金繰入額 

役員退職慰労 

引当金繰入額 

70百万円

 

23百万円

機械装置及び 

運搬具 
1百万円

建物及び構築物 1百万円

機械装置及び 

運搬具 
10百万円

工具器具及び 

備品 
0百万円

無形固定資産 0百万円

計 13百万円

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりであります。 

  

※２ 固定資産売却益の内容は、次

のとおりであります。 

  

※３ 固定資産除却損の内容は、次

のとおりであります。 

  

  

発送・庫移費 4,096百万円

給料賃金手当 1,005百万円

賞与金 151百万円

賞与引当金 
繰入額 

429百万円

退職給付 
引当金繰入額 

役員退職慰労 

引当金繰入額 

127百万円

 

50百万円

機械装置及び 

運搬具 
1百万円

建物及び構築物 1百万円

機械装置及び 

運搬具 
38百万円

工具器具及び 

備品 
4百万円

計 44百万円

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 1,936百万円

現金及び現金同等物 1,936百万円

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

  

現金及び預金勘定 1,617百万円

現金及び現金同等物 1,617百万円

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

現金及び預金勘定 2,592百万円

現金及び現金同等物 2,592百万円



(リース取引関係) 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

  

  
取得価額 
相当額 

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間 
期末残高
相当額 
(百万円)

工具器具 
及び備品 213 187 26

無形 
固定資産 
( ソ フト
ウェア) 

145 117 28

合計 359 304 54

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

  

  
取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間
期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置
及び運搬
具 

3 2 0

工具器具 
及び備品 57 49 7

無形 
固定資産 
( ソ フト
ウェア) 

145 133 11

合計 206 186 20

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

取得価額 
相当額 

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 

(百万円)
機械装置
及び運搬
具 

3 2 1 

工具器具
及び備品 144 131 12 

無形
固定資産 
( ソ フト
ウェア) 

145 127 18 

合計 293 261 32 

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 61百万円

１年超 43百万円

合計 104百万円

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

  

１年内 30百万円

１年超 13百万円

合計 43百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 47百万円

１年超 22百万円

合計 69百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 47百万円

減価償却費相当額 24百万円

支払利息相当額 1百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 26百万円

減価償却費相当額 11百万円

支払利息相当額 0百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 84百万円

減価償却費相当額 48百万円

支払利息相当額 2百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定率法に

よっております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同  左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同  左 

(5) 利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によ

っております。 

(5) 利息相当額の算定方法 

同  左 

(5) 利息相当額の算定方法 

同  左 

２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引 

 該当事項はありません。 

  

  未経過リース料 

  

１年内 1百万円

１年超 1百万円

合計 2百万円

該当事項はありません。 

      

      



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末 (平成16年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

当中間連結会計期間末 (平成17年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

区分 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借
対照表計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

   

株式 586 1,384 797

計 586 1,384 797

区分 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

その他有価証券 

非上場株式 496

計 496

区分 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借
対照表計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

   

株式 588 2,010 1,421

計 588 2,010 1,421

区分 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

その他有価証券 

非上場株式 496

計 496



前連結会計年度末 (平成17年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

  

(デリバティブ取引関係) 

(前中間連結会計期間) 

ヘッジ会計を適用している為、記載を省略しております。 

  

(当中間連結会計期間) 

ヘッジ会計を適用している為、記載を省略しております。 

  

(前連結会計年度)  

ヘッジ会計を適用している為、記載を省略しております。 

  

区分 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

   

株式 588 1,527 939

計 588 1,527 939

区分 
連結貸借対照表計上額

(百万円) 

その他有価証券 

非上場株式 496

計 496



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日)、当中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平

成17年９月30日)及び前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

とうもろこし等の加工製品及びその二次加工製品の製造販売事業の売上高及び営業利益の金額は全セグメントの売

上高の合計及び営業利益の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の

記載を省略しております。 
  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日)、当中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平

成17年９月30日)及び前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社がないため、所在地別セグメント情報の記載はしておりません。 
  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日)、当中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平

成17年９月30日)及び前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

海外売上高がないため該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報) 

  

（注）１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

１株当たり純資産額 414円13銭

  

１株当たり中間純利益 23円13銭

  

同   左 

１株当たり純資産額 496円73銭

  

１株当たり中間純利益 33円96銭

  

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

  

１株当たり純資産額 455円93銭

  

１株当たり当期純利益 25円83銭

項 目 
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

中間(当期)純利益 739百万円 835百万円 787百万円

普通株主に帰属しない 
金額 

― ― 20百万円

（うち利益処分による役
員賞与） 

（―） （―） （20百万円） 

普通株式に係る中間 
(当期)純利益 

739百万円 835百万円 767百万円

普通株式の期中平均 
株式数 

31,960千株 24,610千株 29,698千株



(重要な後発事象) 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当社は、平成16年12月１日開催の

取締役会において、商法第211条

の３第１項第２号の規定に基づ

き、取得価額の総額2,132百万円

を上限とした自己株式（普通株

式）7,350千株の取得並びに東京

証券取引所のToSTNeT-2（終値取

引）における買付けを決議いたし

ました。この決議に基づき次のと

おり自己株式の取得を行っており

ます。 

（1）理由 経営環境の変化に応

じた機動的な資本政策の遂

行のため 

（2）取得の方法 東京証券取引

所のToSTNeT-2（終値取引）

による市場買付け 

（3）取得した株式数 

7,347,000株 

（4）取得価額の総額 

2,130,630,000円 

（5）取得時期 

平成16年12月７日 

  

該当事項はありません。 該当事項はありません。 

  

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

 現金及び預金   1,751   1,428 2,408   

 売掛金   10,068   10,370 9,825   

 たな卸資産   6,211   5,939 5,241   

 その他   538   974 827   

 貸倒引当金   △2   △2 △2   

 流動資産合計     18,568 54.3 18,710 54.3   18,300 53.8

Ⅱ 固定資産           

 有形固定資産 ※1,2         

 建物   2,933   2,790 2,847   

 機械及び装置   5,821   5,593 5,707   

 土地   1,863   1,863 1,863   

 その他   791   850 968   

  計   11,410   11,099 11,387   

 無形固定資産   107   124 116   

 投資その他の 
 資産 

          

 投資有価証券   2,384   3,011 2,527   

 その他   1,739   1,511 1,709   

貸倒引当金   △0   △0 △0   

  計   4,123   4,521 4,236   

 固定資産合計     15,640 45.7 15,745 45.7   15,740 46.2

資産合計     34,208 100.0 34,456 100.0   34,041 100.0

            



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

 買掛金   1,858   2,221 2,006   

 短期借入金 ※２ 5,017   4,967 5,117   

 未払金   2,120   2,903 2,691   

 未払法人税等   399   692 652   

 未払消費税等   102   69 148   

 賞与引当金   305   490 998   

 その他   39   105 62   

 流動負債合計     9,844 28.8 11,450 33.3   11,676 34.3

Ⅱ 固定負債           

 長期借入金 ※２ 8,748   8,330 8,664   

 退職給付引当金   3,692   3,787 3,785   

 役員退職慰労 
 引当金 

  79   125 101   

 固定負債合計     12,520 36.6 12,243 35.5   12,551 36.9

負債合計     22,364 65.4 23,693 68.8   24,228 71.2

(資本の部)           

Ⅰ 資本金     1,600 4.7 1,600 4.6   1,600 4.7

Ⅱ 資本剰余金           

資本準備金   327   327 327   

資本剰余金合計     327 0.9 327 1.0   327 1.0

Ⅲ 利益剰余金           

利益準備金   400   400 400   

任意積立金   6,239   6,195 6,239   

中間(当期) 
未処分利益 

  2,810   3,534 2,827   

利益剰余金合計     9,450 27.6 10,130 29.4   9,467 27.8

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

    473 1.4 844 2.4   557 1.6

Ⅴ 自己株式     △7 △0.0 △2,139 △6.2   △2,138 △6.3

資本合計     11,844 34.6 10,762 31.2   9,813 28.8

負債資本合計     34,208 100.0 34,456 100.0   34,041 100.0

            



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     24,686 100.0 25,827 100.0   47,482 100.0

Ⅱ 売上原価     19,117 77.4 19,406 75.1   36,851 77.6

売上総利益     5,569 22.6 6,421 24.9   10,631 22.4

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費 

    4,409 17.9 4,992 19.4   9,165 19.3

営業利益     1,160 4.7 1,428 5.5   1,465 3.1

Ⅳ 営業外収益           

  受取利息   17   15 33   

  その他   116 133 0.6 122 137 0.5 240 274 0.6

Ⅴ 営業外費用           

  支払利息   102   110 207   

  その他   9 112 0.5 7 117 0.4 17 225 0.5

経常利益     1,181 4.8 1,448 5.6   1,514 3.2

Ⅵ 特別利益     0 0.0 1 0.0   1 0.0

Ⅶ 特別損失           

  固定資産除却損 ※２ 18   9 42   

厚生年金基金 
解散損 

  －   － 234   

  その他   0 18 0.1 － 9 0.0 3 281 0.6

税引前中間 
(当期)純利益 

    1,163 4.7 1,441 5.6   1,234 2.6

法人税、住民税 
及び事業税 

  391   682 847   

法人税等調整額   87 479 1.9 △47 634 2.5 △314 533 1.1

中間(当期) 
純利益 

    684 2.8 806 3.1   701 1.5

前期繰越利益     2,126 2,727   2,126 

中間(当期) 
未処分利益 

    2,810 3,534   2,827 

            



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) たな卸資産 

移動平均法による原価法によ

っております。 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) たな卸資産 

同  左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) たな卸資産 

同  左 

(2) 有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株

式 

移動平均法による原価法に

よっております。 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法によって

おります。 

(評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定) 

  

時価のないもの 

移動平均法による原価法

によっております。 

(2) 有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株

式 

同  左 

  

② その他有価証券 

時価のあるもの 

同  左 

  

  

  

  

  

  

  

時価のないもの 

同  左 

(2) 有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株

式 

同  左 

  

② その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法によっており

ます。 

(評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定) 

  

時価のないもの 

同  左 

(3) デリバティブ 

原則として時価法によってお

ります。 

(3) デリバティブ 

同  左 

(3) デリバティブ 

同  左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法によっております。 

 ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物(建物附属

設備を除く)については定額

法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物       ７～50年 

機械及び装置   ５～10年 

その他      ４～45年 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

同  左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

同  左 

(2) 無形固定資産 

定額法によっております。 

 ただし、ソフトウェア(自

社利用分)については、社内

における利用可能期間(５年)

に基づく定額法を採用してお

ります。 

(2) 無形固定資産 

同  左 

(2) 無形固定資産 

同  左 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

３ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

 外貨建短期金銭債務(円建表

示の原料仕入債務。但し為替差

損益当社帰属の特約付)につい

ては、当中間会計期間末日の直

物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理

しております。なお、為替予約

の振当処理の対象となっている

外貨建金銭債務については、当

該為替予約の円貨額に換算して

おります。 

３ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

同  左 

３ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

 外貨建短期金銭債務(円建表

示の原料仕入債務。但し為替差

損益当社帰属の特約付)につい

ては、期末日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。

なお、為替予約の振当処理の対

象となっている外貨建金銭債務

については、当該為替予約の円

貨額に換算しております。 

４ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率法等により計

上しております。 

４ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

同  左 

４ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

同  左 

(2) 賞与引当金 

 従業員賞与の支給に備える

ため、支給見込額に基づき計

上しております。 

(2) 賞与引当金 

同  左 

(2) 賞与引当金 

従業員賞与の支給に備える

ため、支給見込額に基づき計

上しております。 

  

   (追加情報) 

    当事業年度から賞与の対象

期間を以下のとおり変更いた

しました。この変更の結果、

当事業年度は従来の支給対象

記期間によった場合と比較し

て経常利益及び税引前当期純

利益が373百万円減少してお

ります。 

  支給対象期間 

   変更前 

    12月賞与  

４月１日から９月30日まで 

    ６月賞与  

10月１日から３月31日まで 

   変更後 

    ６月・12月賞与  

    ４月１日から３月31日まで 

      



  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務の見込額に基づ

き、当中間会計期間末におい

て発生していると認められる

額を計上しております。 

 数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(５

年)による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌事

業年度から費用処理しており

ます。 

(3) 退職給付引当金 

同  左 

(3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務の見込額に基づ

き計上しております。 

 数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(５

年)による定額法によりそれ

ぞれ発生の翌事業年度から費

用処理しております。 

(追加情報) 

 当社では、確定給付型の制

度として退職一時金制度と厚

生年金基金制度を採用してお

りましたが、平成17年３月25

日に厚生労働大臣から「ダイ

ヤ連合厚生年金基金」の解散

の認可を受けたことにより、

同日付で解散し、退職一時金

制度へ移行しました。 

 これに伴い、「退職給付制

度間の移行等に関する会計処

理」（企業会計基準適用指針

第１号）を適用し、特別損失

に厚生年金基金解散損234百

万円を計上しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく中間

期末要支給額を計上しており

ます。 

(4) 役員退職慰労引当金 

同  左 

(4) 役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しておりま

す。 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

５ リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

５ リース取引の処理方法 

同  左 

５ リース取引の処理方法 

同  左 

６ ヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によって

おります。なお、為替予約

については振当処理の要件

を満たしている場合は振当

処理を採用しております。 

６ ヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同  左 

６ ヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同  左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段   ヘッジ対象 

為替予約   
外貨建買掛金

等 

      

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同  左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同  左 

③ ヘッジ方針 

 当社の内部規定である

「市場リスク管理規定」に

基づき、為替変動リスクを

ヘッジしております。 

③ ヘッジ方針 

同  左 

③ ヘッジ方針 

同  左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段とヘッジ対象

の重要な条件が一致してい

るため有効性の評価は省略

しております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同  左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 同  左 

７ その他中間財務諸表作成の基本

となる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理の方法 

 税抜方式によっておりま

す。 

 なお、仮払消費税等と仮受

消費税等については相殺のう

え、未払消費税等として表示

しております。 

７ その他中間財務諸表作成の基本

となる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理の方法 

同  左 

７ その他財務諸表作成の為の重要

な事項 

(1) 消費税等の会計処理の方法 

 税抜方式によっておりま

す。 

(2) 中間決算における税額計算に

おいて、当事業年度の利益処

分で予定している固定資産圧

縮積立金及び特別償却準備金

の取崩を考慮しております。 

(2)    同  左  (2)   ――――――― 



会計処理方法の変更 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――――――― 固定資産の減損に係る会計基準 

  当中間会計期間から「固定資産

の減損に係る会計基準」（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定

に関する意見書」（企業会計審議

会  平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準委員

会 平成15年10月31日 企業会計

基準適用指針第６号）を適用して

おります。 

これによる損益に与える影響はあ

りません。  

――――――― 

      



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

46,740百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

47,909百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

47,302百万円 

      

※２ 担保に供している資産 

工場財団(建物、機械及び装

置、土地、その他) 

（帳簿価額）  2,741百万円 

※２ 担保に供している資産 

工場財団(建物、機械及び装

置、土地、その他) 

（帳簿価額）   2,681百万円 

※２ 担保に供している資産 

工場財団(建物、構築物、機

械及び装置、土地) 

（帳簿価額）   2,709百万円 

対応債務 

短期借入金    700百万円 

長期借入金    700百万円 

対応債務 

短期借入金      600百万円 

長期借入金     700百万円 

対応債務 

  短期借入金                        700百万円 

長期借入金                        650百万円 

      

 ３ 保証債務 

三菱商事㈱に対する共同商事

㈱の取引債務 

53百万円 

 ３ 保証債務 

三菱商事㈱に対する共同商事

㈱の取引債務 

78百万円 

 ３ 保証債務 

三菱商事㈱に対する共同商事

㈱の取引債務 

44百万円 

㈱東京三菱銀行に対する

AMSCO社の借入債務 

(3百万バーツ) 10百万円

㈱東京三菱銀行に対する

AMSCO社の借入債務 

(89百万バーツ) 254百万円

㈱東京三菱銀行に対する

AMSCO社の借入債務 

(18百万バーツ) 51百万円

金融機関に対する当社従業員

の住宅資金借入債務 

  0百万円

計 63百万円

  
計 332百万円 金融機関に対する当社従業員

の住宅資金借入債務 

  0百万円

計 96百万円

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 １ 固定資産の減価償却額 

有形固定資産 711百万円 

無形固定資産 18百万円 

 １ 固定資産の減価償却額 

有形固定資産 718百万円 

無形固定資産 19百万円 

 １ 固定資産の減価償却額 

有形固定資産 1,495百万円 

無形固定資産 35百万円 

      

※２ 固定資産除却損の内訳 

  

建物 1百万円 

機械及び装置 14百万円 

その他 2百万円 

合計 18百万円 

※２ 固定資産除却損の内訳 

  

建物 0百万円 

機械及び装置 8百万円 

その他 

無形固定資産 

0百万円 

0百万円 

合計 9百万円 

※２ 固定資産除却損の内訳 

建物 1百万円 

機械及び装置 

その他 

35百万円 

5百万円 

合計 42百万円 

    

    



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

  

  
取得価額 
相当額 

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間 
期末残高
相当額 
(百万円)

有形固定 
資産 
その他 

213 187 26

無形固定 
資産 
(ソフト 
 ウェア) 

140 116 24

合計 354 303 50

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

  

  
取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間
期末残高
相当額 
(百万円)

有形固定 
資産 
その他 

57 49 7

無形固定 
資産 
(ソフト 
 ウェア) 

140 130 9

合計 198 180 17

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

 
取得価額 
相当額 

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 

(百万円)

有形固定
資産 
その他 

144 131 12 

無形固定
資産 
(ソフト 
 ウェア) 

140 125 15 

合計 284 256 28 

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 60百万円 

１年超 39百万円 

合計 99百万円 

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 29百万円 

１年超 10百万円 

合計 39百万円 

(2) 未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 45百万円 

１年超 19百万円 

合計 64百万円 

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 46百万円 

減価償却費相当額 23百万円 

支払利息相当額 1百万円 

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 25百万円 

減価償却費相当額 10百万円 

支払利息相当額 0百万円 

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 82百万円 

減価償却費相当額 46百万円 

支払利息相当額 1百万円 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定率法に

よっております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同  左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同  左 

(5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によ

っております。 

(5) 利息相当額の算定方法 

同  左 

(5) 利息相当額の算定方法 

同  左 

２ オペレーティング・リース取引 

該当事項はありません。 

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年内 1百万円 

１年超 1百万円 

合計 2百万円 

２ オペレーティング・リース取引 

該当事項はありません。 



(有価証券関係) 

 前中間会計期間末(平成16年９月30日) 

  子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

 当中間会計期間末(平成17年９月30日) 

  子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

 前事業年度末(平成17年３月31日) 

  子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

(重要な後発事象) 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当社は、平成16年12月１日開催の

取締役会において、商法第211条

の３第１項第２号の規定に基づ

き、取得価額の総額2,132百万円

を上限とした自己株式（普通株

式）7,350千株の取得並びに東京

証券取引所のToSTNeT-2（終値取

引）における買付けを決議いたし

ました。この決議に基づき次のと

おり自己株式の取得を行っており

ます。 

（1）理由 経営環境の変化に応

じた機動的な資本政策の遂

行のため 

（2）取得の方法 東京証券取引

所のToSTNeT-2（終値取引）

による市場買付け 

（3）取得した株式数 

7,347,000株 

（4）取得価額の総額 

2,130,630,000円 

（5）取得時期 

平成16年12月７日 

  

該当事項はありません。 該当事項はありません。 

  

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

  

  

１） 
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 

(第84期) 
自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日 

  
平成17年6月29日 
関東財務局長に提出。 

２） 自己株券買付状況 
報告書 

      

平成17年4月 8日 
平成17年5月12日 
平成17年6月 1日 
平成17年7月 6日 
関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



独立監査人の中間監査報告書 

  

日 本 食 品 化 工 株 式 会 社 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本食

品化工株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成16年４月１日か

ら平成16年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰

余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、日本食品化工株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

「重要な後発事象」に記載されているとおり、会社は平成16年12月７日に自己株式2,130百万円を取得した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

平成16年12月10日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  福  田  眞  也  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  橋  本  俊  光  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保

管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

日 本 食 品 化 工 株 式 会 社 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本食

品化工株式会社の平成17年4月1日から平成18年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成17年4月1日から平

成17年9月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金

計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、日本食品化工株式会社及び連結子会社の平成17年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間（平成17年4月1日から平成17年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

平成17年12月12日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  福  田  眞  也  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  國  井  泰  成  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保

管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

日 本 食 品 化 工 株 式 会 社 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本食

品化工株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第84期事業年度の中間会計期間(平成16年４月１日から

平成16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、日本食品化工株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成16年４

月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

「重要な後発事象」に記載されているとおり、会社は平成16年12月７日に自己株式2,130百万円を取得した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

平成16年12月10日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  福  田  眞  也  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  橋  本  俊  光  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保

管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

日 本 食 品 化 工 株 式 会 社 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本食

品化工株式会社の平成17年4月1日から平成18年3月31日までの第85期事業年度の中間会計期間(平成17年4月1日から平成

17年9月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。こ

の中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、日本食品化工株式会社の平成17年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年4月1

日から平成17年9月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

平成17年12月12日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  福  田  眞  也  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  國  井  泰  成  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保

管しております。 
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